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Ｎｏ． 提言内容 関係部署 現状 課題 今後の方向性（回答）

菊川市が考える公立園の役割。 こども政策課

・民間園・公立園ともに希望する幼児教育・保育サー　ビスが受けられる
体制の構築のため、公立園が拠点園となり幼児期の終わりまでに育って
ほしい姿を意識した市全体の質の高い教育・保育を目指し取り組んでい
る。

・支援が必要な児童の受け入れ体制について、民間園とともに取り組ん
でいる。特に医療的ケアを必要とする児童、民間園では対応できない児
童については公立園で受け入れるよう取り組んでいる。

・地域における子育て支援施設のネットワークとしての役割として、保育
所・認定こども園・幼稚園・小規模保育事業所と連携し取り組んでいる。

・今まで公立園として担っていた役割を継続していく
必要がある。

・公立園が拠点園となり公開保育など研修の場を設
け、市全体の就学前の子どもに質の高い教育・保育
を提供する必要がある。

・庁内の各課や他の行政機関と連携を強化し、医療的ケ
ア児や要保護児童などの支援について迅速に対応す
る。

・公立幼保施設が拠点園となり、多様な子どもが共に学
ぶためのインクルーシブ教育を進めていく。

・今後も民間幼保施設では対応できない児童については
公立幼保施設で受け入れるよう取り組んでいく。

・公立幼保施設が拠点園となり、公開保育など研修の場
を設け、市全体の就学前の子どもに質の高い教育・保育
を提供する。

・地域における子育て支援施設のネットワークとしての役
割を果たす。

これまで民間園の力に頼ってきた今後の幼
童教育に市はどう関わっていくのか。

こども政策課

・市内14園の民間園は、入園者数の約77％の子どもの受入れをしてい
る。

・人材確保や処遇改善、園の受け入れ体制を強化するため、保育士就業
奨励金制度や障害児保育の補助金等により支援している。

・保育士等がキャリアアップのための研修会に参加しにくい状況にある。

・少子化や就労形態の変化等、多様化するニーズ
に対し、重要な役割を果たす民間園に対し、運営継
続のための支援をしていく必要がある。

・民間園の状況を的確に把握し課題解決に向けた
支援体制を構築していく必要がある。

・保育士等がキャリアアップのための研修会に参加し
やすくする必要がある。

・子どもは減少していくが、保育ニーズが多様化する中、
民間幼保施設の運営に支障が生じないよう、市全体の教
育・保育需要を把握し、利用定員を適切に見直す。

・民間幼保施設の状況を的確に把握するため話し合い
の機会を多く持ち、民間幼保施設の抱える課題解決に
向け支援体制を整える。

・保育士等のキャリアアップのため、受講しやすい研修
機会を提供する。

当初説明のあった小笠北幼稚園建て替えに
ついての公立園の役割をどう反映し、基本設
計に生かしていくのか。

こども政策課

・小笠北幼稚園の特色である園庭の森を活かした保育をしている。

・基本設計には、これまで公立園として実施していた事業だけでなく、新
たに進めていく事業ができるよう配置等を検討している。

・可能な限り園庭の森を活かした基本設計にする必
要がある。

・今までこれまでの事業を継続していくととともに新た
に「未就園児」を養育している家庭が孤立しないよう
に気軽に相談できる居場所機能を整える必要があ
る。

・基本設計では、現在の小笠北幼稚園の特色である園
庭の森を活かした配置とし、快適な保育・教育の環境を
整えるよう取り組む。

・「訪問型小集団療育」、「取り出し保育」、「未就園児の
相談支援」などのできる空間を整え、インクルーシブ教育
の拠点園としてバリアフリー化を基本とするよう計画す
る。

菊川市に不足している子育て支援制度の取
り入れについての検討。

こども政策課
子育て応援課

・市の実情に応じ、子ども子育て支援計画に従って「地域子ども・子育て
支援事業１３事業」を実施している。

・第3期となる子育て支援事業計画において必要な
ニーズを検討して行く必要がある。

・次年度に予定している「子ども子育て支援事業計画」ア
ンケート調査実施し、需要を確認するなか進めていく。

2

今後の菊川市の子育て方針、私立園の経営
補償、今後の幼保施設のあり方について、各
私立園長等との話し合いの機会をより多く持
ち、お互いに協力し合う体制を作ること。

こども政策課

・教育・保育の方針については、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を
共有するため、教育委員会と連携し、小学校へ上がるまでにあるべき姿
について各園を訪問、教育長の講話等行っている。

・民間園の経営については、給付費の算定根拠となる利用定員の設定に
ついて現状の利用者数に基づいて、利用定員を園と協議し、子ども子育
て会議に諮り変更している。

・毎月1回開催される「幼児施設連絡会」や監査等で市からの情報提供
や民間園からの要望を伺っている。

・新型コロナウイルス感染症に対する対応については、公立園が対応マ
ニュアルを作成し民間園にも共有するため配布している。

・幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を共有する
ため民間園と小学校との円滑に接続できるよう引き
続き連携していく必要がある。

・利用定員を下回った場合、給付費が減少するた
め、経営が厳しくなる可能性があるため、現状にあっ
た利用定員の見直しを行う必要がある。

・各園の経営については、国からの補助金メニュー
と、新規の補助金メニューを示し、希望園について
相談しているが、既存の補助金メニューについては
条件等が複雑で申請が少ない状況である。

・全体の会議で意見を伺う場合、個々の細かな状況
まで把握できていない可能性がある。

・幼保小の連携を推進していくため小学校教育に円滑に
接続できるよう、引き続き教育委員会と連携し取り組ん
でいく。

・利用定員については、国において公定価格における利
用定員の細分化を検討が必要とされている。市でも民間
幼保施設の運営に支障が生じないよう受入れ人数が減
少した際に適切に利用定員の見直しを行う。

・処遇改善加算の要件となっている保育士のキャリアアッ
プ研修修了について経過措置が令和8年度となってい
る。このため近隣4市で連携し地域全体の保育の質の向
上にむけた研修会を企画・実施する。

・民間幼保施設の意見については、幼児施設連絡会の
ほか、感染症の影響で中止していた園を訪問し、それぞ
れの園の運営状況や課題を把握するとともに国や県の
有効な補助制度を取り入れていく。
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Ｎｏ． 提言内容 関係部署 現状 課題 今後の方向性（回答）

4

保護者の意見を聴取し、できる限り反映させ
ること。

こども政策課

・公立認定こども園運営形態等懇話会の委員として、保護者代表として
参加してもらい、園内の保護者からの意見も発言していただいた。

・12月には、おおぞら認定こども園の全保護者を対象に市の方向性を説
明し意見を聴取する。

・おおぞら認定こども園の保護者には、丁寧に説明
し、心配事、ご意見を伺い、できる限り反映する必要
がある。

・市の運営方針について、おおぞら認定こども園の保護
者を対象に説明会を開催するとともに、意見を聴取しで
きる限り反映していく。

5

今後の公立園における職員の配置につい
て、適切な方向性を示すこと。 こども政策課

・基本担任は正規職員、会計年度任用職員（保育士、看護師等）は、保
育補助である。

・正職員、会計年度職員に対して今後の職員配置
体制について説明を行う必要がある。

・公立幼保施設の役割を担うことができるよう保育士の資
質と専門性を向上させ必要な職員配置を行う。

・園の保護者、関係自治会長会議へ運営方向性につい
て説明し意見を伺いながら進めていく。

・市内幼保施設の拠点園としての小笠北こども園の必要
性を明確に説明する。

・おおぞら認定こども園の民営化と小笠北幼稚園を公立
の認定こども園にすることについては、これまでの検討経
過や内容を整理し、関係者の気持ちに配慮しながら丁寧
に説明していく。

3

おおぞら認定こども園の民営化と小笠北幼
稚園を公立園として建て替えることについて
あらゆる可能性について検討し、その検討結
果を示すこと。

こども政策課

●公立保育所等の運営について、小泉内閣の三位一体の改革により・公
立保育所の運営費への国庫補助がなくなった(交付税措置あり）ことによ
り全国的に民営化の流れが非常に加速し、当市においても民営化する
方針で進んでいくことになった。
●平成28年8月
・市内小笠地区の公立幼稚園3園について平成31年度以降の再編、認
定こども園化及び民営化に向け関係法人、保護者及び地元住民等と協
議・調整を行った。
●平成31年1月
・今回の小笠北地区の幼稚園・保育園再編の協議には合意しない。ひか
り保育園単独での運営を継続したいと最終回答があり、再編の合意には
至らなかった。
●令和元年5月
・庁内会議、定例教育委員会、議会全員協議会へ「小笠北地区の幼稚
園・保育園再編に係る（福）みどり福祉会との協議結果」、「小笠北幼稚園
の今後のあり方再検討する。」旨の報告した。
●令和元年6月～令和２年６月
・菊川市内幼保施設の今後のあり方について「１園民営」・「両園民営」・
「現状のまま」とそれぞれのメリット・デメリットを挙げ再検討した。

◎検証結果
・小笠北幼稚園を公立園、おおぞら認定こども園は民営化も含めた運営
形態を検討していく。

【公立園を１園残す理由】
①幼児施設の拠点園となり、教育・保育の充実を図ることができる
②公立園が１園あることで、市行政との情報共有や連携がとりやすい
③緊急的な対応（災害・感染症・経済）による保育が可能
④保育に欠ける子ども（非虐待児）、医療的ケア児、外国にルーツのある
児童の受け入れが可能（インクルーシブ教育）
⑤公立、民間の両方があればこそ、市全体の保育力向上や相互に役割
分担することができる
⑥保護者にとって、公立・民間を選択できる
【小笠北幼稚園を公立園とする理由】
①インクルーシブ教育を実施するには、比較的小規模な集団の方が取り
組みやすい
②小笠北地区内に２法人となると将来の経営等への影響が心配される
③小笠北地区を担う新たな法人がいない可能性が高い
④おおぞら認定こども園の方が民間として参入しやすい
●令和２年11月
・小笠北幼稚園の運営形態等について方針決定
　運営形態：公立園　　令和７年４月の開園
・おおぞら認定こども園の運営形態…令和３年度から運営形態等懇話会
にて運営方法を協議する。
●令和３年７月～令和４年９月
・おおぞら認定こども園については、R３～４年度に「公立認定こども園運
営形態等懇話会」を5回開催し、多様化する教育・保育ニーズに対応し、
幼児期の教育・保育の質の向上及び支援内容の拡充を図るため、効果
的・効率的な運営形態等に関する事項について意見交換を行った。
●令和４年４月～
・人口減少する中で小笠北こども園の公立園の役割、定員数など考慮し
た基本設計を作成している。
●令和４年10月
・公立認定こども園運営形態等懇話会会長から、検討結果の報告を受け
た。

・「公立認定こども園運営形態等懇話会」での意見を
基に市の考え方を明確にし、説明する必要がある。
　
・おおぞら認定こども園の保護者、関係自治会長会
議へ運営の方向性について丁寧に説明をし理解し
ていただく必要がある。

・人口減少する中で、小笠北こども園の必要性を明
確に説明する必要がある。
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